
SfI;縫緒


川正)目 vl 8'll:毒vl智zk


〈義田監汁 ~.t~)冨壷 ~}ωを)


博豪首騨




目 次


[資料ー項目欝号}
 

[(i)J 自主義等からの納税証明饗のオンライン請求〈窓口交付分)に係る常子署名等の省略・・・・・・・・・・・・・� 1

【@J 災蓄による期賎延長等の場合の受!lEの誇求iこ対する更正等の除斥期揮の延長・・・・・・・‘.." ..・・ .......... 2


i災害による申告期限延長の場合の特定詰還付金請求黍{③] 
 こ対する決定結摘の延長・・・・・・・・・・・・・・ ・・� ・� 34

{④〕 本腐の移転があった場合の利子等の源泉所得税の納税地の箆還まし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・'‘・・・・・・� 4

【ゆ〕� 源泉所得税!こ係る加算税の賦議決定の所轄庁の特例規定等の見直し・・・*・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・� 5


被災蔚住用財援の譲渡所得iこ係る課税の特例の適用対象者の見直し・・・・・・・・..� " " 
 6..・・・‘ー.... ...... .. ...... [⑤] 


DJ{ぐ

[⑧】

γ.，・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ...... ..再び勝校の用に供した場合の住宅ローン控除制度の克直し・・・・・・・・・..� 

財産量豊務明細書の記載事項の猿婿・・・・・・..� "・・・・・・・...............， ..................8
II .. .. .. .. .. " " 

【⑨〕� 資療の譲渡代金が回収不能となった場合等の所得計算の特例の所要の規定の整備・・・・・・・・・・・・・・� 9

10..・・・・・・・‘・・・・・・・・・・・....菌外に農注する相続人考察に対する棺続税・贈与税の課税の適正化・・・・"."⑮]E

〔⑪】 青邑申告書を提出しなかった事業主ド度の災害による損失念の繰越し・・・・・・・・・..� ""
.... ......
 11..・・............ 

12・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・� ・・R..‘・・・・・".. 逮結子法人株式の帳簿価畿の修正(投資簿価修正) ・..[⑫】 e

瀧結子法人の個別手Ij議議立金額がマイナス1:ある場合の投資簿係修正とみなし配当事由・・・・‘・・・� 13

[⑬] 
 14..・・・・・・・・・・.. 会社東生等による債務免除等があった場合の欠損金の損金算入・・・・・・・・・・・・・・・.." 


.... 
潟禄切れ欠損金の控除JI頃序〈中小法人以外の法人の場合〉 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・事・・..� .・・・ 15
4

" 


16..・・・・・・・・・・・...... "・......特定資緩!こ係る譲渡等損失額の損金不算入.. "
 .. ...... " ...... ..
 " """
【⑭] ..............
 ............ 


適格合併等の場合における欠損金の制線措置・・・・・・・・・・・命。‘・・・・・・・� m・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・� 17

{⑮] 連結特定問族会社の特別税率 ・・・・*・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・降・・・� 19


4・ ""....連結法人障で剰余金の鹿滋が行われた場合の連結科主主欝立金額と議結留保金額・.. .. .. .......... .... .， 

E⑮・⑫] 入国者が総入するウイスキー等及び紙巻たばこに係る酒税� dたばこ税の税率の特例...・・・・・・・・・� 21

徴収共助制度のJ!ii悲し
過大支払利子税務IJの見穫し"� 

{⑮】

【⑩〕� 

・・・・・・・・罵・・・・・・・・・・・・・・・・・・・� a・22・・" ...." ..........
 ...... " 
 ..ー・・・*・.. ...... ".... ............
 a

23..・・・・・・・ .... ""
 .. . .................... ..惨を事.. ........ .. 

24"・・・・・・・・・・・・ー・・"・ .......... .. .................... 

....
 ........................
 .......................... 

[③] 
 王子成� 24年度税務IJ改正大鰐〈抄) ..
 ...... ......" ................
 .............. 


20 



自主義等からの納税証明書部オンライン鯖求{窓口交付分)に係る電子署名等の街路

慧求者{代議入) [讃求者の富宅等] ~.' 【税務審1

悦釦…ンけ一ラ

らオンライン綴求そし、税務審窓口
で書商にで納税説明損害の究付を受ける場合に
おいて、電子襲名及び穂子雲証明書が必要� 

G 

国車L釦

上記の場合に寝不襲名Jlzr.

主主基ん

; 慨一…証翻時明欄欝作引� 出ιι;(t-!--主む� 
一一

綴求者{代理人〉

{税務饗窓[J)

?身分時間)域主JA( 
iE掴|園

舎納税証明書の交付

耳慣平野明書手不審
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災饗による類語延焼等の場合の更正の謹求に対する獲IE等の襲撃斥期間の延長

也，.". ....•~~'A' 的

(申告所得税の倒〉
く請求英語間→麗災iこよる期離の延長〉

，皿ーーー回目--棚柑嶋田町間酬棚田ー--園田ー鴨間相ーー回開制四ーー制問ーー畑山糊四ーー削由ーー酬+  

， 


，，，， 

q E

Eh
 

21年分所得税の ?¥一一一「〆一一一…ノ 
法定事告期限

t工翠笠工鐘重量史認Eる型13車工Eはできない。� 
一〈申告書提出〉

ιく定正の除斥期需〉
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平
震災

.叩 棚 田 ー ーー叩棚田『問問曲目ーー叫即時ー問削畑町一回明細ーーー田山田ーー閣制由ー-----田端畑

き一る一が一で一と一

〕
こ
一
。

襲
う
一
る

し

戸

す

寵
脅
一
と

見
正
一
と

【
重
一
こ

(注〉ーと雲告の改正とあわせて、期間の瀦了協が日祭日にさきたりその室主日が実護隊とされるさ舞金の更LEの緩求3こますしても更LEができるよう、更互の除斥期間
を延長ずる。� 
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災害によるゆ告期態廷長の場舎の

持期還付金欝求審に対する決定期間の延長

{特53IJl議付金制度の概要1

相繍等保険年金に係る二重課税への対応として、過去5年分より以前の所得税に対する
特別な還付措罷として講じられた「特別灘付金Jについては、平成23年6月初日がら平成24

年6月29日までに特別還付金請求書を蝿出し、平成25年6月29日までの聞に税務署長は

支給決定を行うこととされている。� 

23年改定法漉行日� 1年経過日 友重李総滋8 

23 1/1 (23.6.30) 24 1/1 (24.6.29) (25.6.29) 

2 7 霊� γ マ'�  

特別遺憾

;

」 請求期間(� 1年間)� 

: 災害等の場合サ請求織闘が延長

Jf-ー吋岡田ー申
請求期間� j司

(納税者吋税務署替)

L 特別還付金の支給決定(翻予定〕殿様� (2年間) 、L_ )"，.._ 
期間

特別還付金
決定(変更決定)

FE--y一'){納税者←税務署警} 

[袈行]請求はできるが決定〈変遺遺霊江主主主怠¥鎮開設

よL

【見穫し案]
災害により延長される場合の特完IJ還付金の藷求に対する特別還付金の決定(変更

決定)は、特別還付金椅求惑の擬出から1年間行うことがで怒ることとする。� 
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--

本j喜の移献があった場合の利子等の源義務鐸授の結税地的見直し

。利子等の諜泉所得税の納税地iま支払った左きの本庄の所在棋とされていることから、本庖が移転した場合に

移転読!こ支払われた利子等!こ採る課税経理{綿税の告知〉や納税者からの還付舗法に対する遼付処理iま、移

転蔀の本惑の顕在地の所轄貌韓饗が行うことになる。

。納税者の草IJ鑓性や税務署の事務の迅速性等の蹴点かも、霞内において本庖の移転があった場舎に母、整韮重量

の本庖の所在地の所轄税務報が課税処理を行う制度に変更する。� 
※ 納税地が支払機務所となっている事会主事毒事に係る源泉所干射見については、霊長職後の家総薬務f1iを納税地とする機器量を平成23年度改iEで手滋済。� 

A r言� B r言

一=>
〔現行】 - 本 語，， --.，. 

務軽量の漉泉摂得税の譲貌
4
F

a' 

，
 ，

 
，
 

ゐ諮理{続殺告知等〉� 
4
F

4
，
 

4
F
 

，
 

A
F
 〔箆謹し案]

，
 移事芸能・移転後の諜泉，，，

，，，
 ， 

，，， 

綿税処理(納税告知等)I 

{現作】 所得税の課税処理--
d 

，，
， 

務獄後の源泉所得税の!， (納税告知等)
a
pa

pιv 

，
 

，
 

d
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，
 

A税務署� B税務器� 
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源泉所得税に係る加算税の賦課決定の所轄庁の特例規定等の見直し� 

fJTE語苦手1 1 宮正 
  
():::'rヤ|


記詰器器!fT:
出出討:?引引引fjjj||l::L

二ユ二LJ
 V:=ン
 ミ; 到偶四靭臨B一
J 


(注1)申告所得税、法人税、相続税、贈与税、地価税、課税資産の譲渡等に係る消費税又は電源開発促進税に係る加算税の賦課決定には、上記の特
例が設けられている(適法� 33条②二)。

(注 2)上記の改正の他に、納税地異動の場合における異議申立先に関する規定(通法� 85条)及び異議申立事件の決定機関の特例に関する規定(通

法� 86条)についても、源泉所得税の納税地が異動することとなったことを踏まえた見直しを行う。� 5 



被災居住用財産の譲渡所得に係る課税の特例の適用対象者の見直し
詰よ泌総込綴織lli:f2綿織議認識総務必泌総統泌総鋭機江総縦織機織機!3.i2婆務総務総機後援繁織機議後総務会手総務総給部獄後新叩正常持号、ぞユズ71φιふ半以二公認泌ばむな必乞ねじ一三と二ノ� ω� どと.:.，C;.

、可

東日本大震災により居住用家屋が被災し居住の用に供せなくなり、かつ、当該家屋の所有者が死亡した後において、当該家

屋に同居していた相続人が当該家屋の敷地を譲渡した場合には、一定の要件の下、当該同居相続人が居住用財産を譲渡した場

合の各種の特例の適用を受けることができることとする。� 
J 

[イメージ] 所 E

l

 

E宜主主-ョ 
d


v 盟問
譲渡

パ〕� 
晴・凪.，


十
軒
・
幽
咽
目

同居相続人=譲渡人� 

居住用家屋 震災により居住用， 居住用家屋の 家屋の敷地の用に供され
(震災前) 家屋が滅失� 所有者が死亡 ていた土地を譲渡1

【現行】 【見直し案】

居住用家屋の所有者が譲渡した場合に 居住用家屋の所有者と同居していた相続

各種の特例の適用を受けることができる。 亡三〉 人がその敷地を譲渡した場合に特例の適
用を受けることができる。

【対象となる措置】


.居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例


.居住用財産の譲渡所得の3，000万円特別控除


・特定の居住用財産の買換え等の場合の長期譲渡所得の課税の特例


.居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除


.特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除
 

※ 特定の事業用資産の買換え等の場合の譲渡所得の特例についても同様の措置を講ずる。



再び鹿住の用に供した場合の住宅ローン控除制度の見直し� 

(1) 当初勝住年の親王手(X+l年〉以降に蒋岩佐した場合� 

~ 哩嬰j

。再屠{主若手(X+l年)以降控除期間を
過じて主主盟主ローン控除の遜用あり。li家 族で転援i

震幽・・ー幽明綱同・ー.-剛山・ー・山知山�  a・ー・山総開閉ー・同鳩山，ー・�  m 欄叩._.同婦叩・ー・四網開�  a・一・四・銅山・鷹市・ー峰山制時間・・ー・峰山峨山岨ー.-・・�  m ・ー一�  

(2) 当初蔚住年改革ド)に碍居住した場合〈取得から� 6ヶ月を緩えて再足音依した場合に限る。〉

l家族で転農1
× 再居住年� (X若手)以降控機期間を

通じて住宅ローン控捺の議用なし。

盟主3 

モ~ I甲 実顎
ヰ

明言庁孟1[ 
で 転 居h

窃再緩住年(X年)以降建除期間を

『

通じて住宅ローン控擦の適用あり a 
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財産鶴明縞書の記載輔の整備� 1 

( [現行事 i震の概要]� 

O 確定申告書の提出義務者で、その年分の各種続得の金額の合計額が� 2，000方円を越える場合iこは、そ

の年の� 12月31B現荘の財産及び債務についてその穣語、金額等を記載した� f難産債務親善援護jを確定

申告書に添イせして税務署柴!こ提出しなければならないこととされている。

ひ また、「財産儲務璃経書jに記轄すべき公社器、株式説びiこ貸付信託、投資信託及び特定受益証券発行

信託の受益権(以下「会社債等jという。)の儲額は、これらの機事jを表示する証券の額関金額とされ、

無額冨株式については強行額額とされている。

[見直し案]

平或� 24年度改正において誕設された閣外取産調番号持議?との平広をとこる観点等からJ財産穣務明細書」

に詑載すべき公社積等の倍額蓄をその年� 12丹31日における時犠〈詩錨の算定が困難な場合!こは、取得額

譲)とする。� 

s 




資産の譲壊代金が聞収不能となった場合等の所得計算の特例の所要の規定の整情

s 

[現行頼度の概要]

次の(1)又は(2)に該当する場合に1;1:，その回収することができないこととなった金額又は返還すべきこととなった金額

に対応する部分の金額iふ各穣所得の金額の計算上、なかったものとみなされる。

各種所得の会績の計算の議長礎となる収入金額を@]!反することがで道警なくなった場合)(1 

{詔 「法律の規定Jによる返灘等の泰治に該当することにより、収入金義援を返還すべきこととなった場合

【見直し案】 上記聞の「法律の規定Jとして例示している「摺有林野事業の改革のための特到措護法Jの

廃止に伴い、「悶家公務員退職手当法」を例示する等の所要の規定の整備を行う。

[上記(2)のイメージ]

① 退職手話の支払

-・
②の遂事詩があった緩会� 

iこは、①の支払は所得
支払を受ける者	 計算よなかったものと 支払者

みなす

'惨 

② 一定の事闘による返納



冨外に居住する相続人帯に対する相続税・贈与税の課税の適正化
 

O 棉続人等が富外!こ居生している場合において、その調詩人等が日本舗籍を革ぎすると創立、題外財産につい

ても謀税される一方で、お本開籍を有しないときは課税されない。� 

O 子や揺等に外留籍を取得させることにより、国外財産への課税を免れるような謹韓関避事例が生じている

ことから、椋続税・贈与鋭的納税義務G3範闘について績討。

調 内� 国 外I 
1，207人

昨可F戸川芯研 究台怖い"-.;;，� I 

(蹴典)法務省HPよ昔。

{絞)rllil寝苦整失 4か~JっIこたは容、が外吉鴎までれ主語、5Ef国し外籍聞取舗得を者取 隠JI得こ絵し、たこ宗の本殺鋼が氏
で喜襲撃華街係しな 者j

本語語革審査取得した蟻食が含まれている。

【 相続老議・務与税の納税豪華著書の続閥〈現行)] 

隠?'Hこ怠往�  

11 

議貌なし 持諮籍

外闘で出主主
日本題籍
取得せず

"" f1iIf!i'iA I筒内 |i 
B~ド閣総あり 

』出入� li
贈与苦言

箆内に康俊

鼠
M

升
に
胤
抽
佼 
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苦色申告撃を提出しなかった事業年度の災害による損失金の譲越し


【現行制度の概要】

事業年産開始の悶前9年以内に開始した各事灘年度(青色申告書を提出しなかった事業年度に限る。)に

おいて生じた欠損金観的うち、癒却費車、聞窓驚震設又は繰延資産について災害警により生じた損失(災警察摘失

欠損金額〉は、盗難の所得金額の8裂く中小議入iこついては高得金額)還を眼叢に、損金の額に算入する〈法

法58G))。� 

控除前
所得金銭

80 
100 

書室除

限度額� 

9~事
剛網棚相ーーーーーーー・1 ー・剛"明-~----明噸 

20 額
約
金

榔
削
…
4・ 

t
O

※ 	 ただし、以下の饗件を全て満たしている場合に媛り、逮滋を受けることができるく法法58舎〉。

<D災害損失欠損金繰の生じた事業年度に損失の額の計算に認する明細を言記載した確定申告書を提出していること。 

⑨ 災害損失欠損金額のきたじた事業年度の後において連載して確定申告書を接出していること。� 

③ 災害損失欠摂金額の生じた事業年度に係る帳簿響額を保存していること。

【問題点〕

上言c<Dの婆件について、 f明細を記載した確定申告書を提出している場合Jと規定されていることから、修正申告や

更正の請求の際!こ明細後記載した書類を添付した場合には適用ができないのでないかという疑義が生ずる。� 
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連結子法人株式の帳簿価額の修正〈投資簿{監修正〉


【現行総震の栂饗]� 

O 連結子法人株式のi嬢簿価額の修正と連結儲難病j益積立金額の調整〈投資簿価修正)1<1，連純子法人の稼得


した孝IJ議に対するニ重錦税や連結子法人に生じた損失についてニ重控数奇することがないようにとの観点か


ら設けられている制度。
 

O 連結法人が連結子法人株式について譲護を行うなどの事由(譲渡毒事修正事由〉が危ずる場合において、

その連結子法人株式を有する連結法人は、その議接等の処理の訴に、その連絡子法人株式!こっきその連結子

法人の議轄個別~J益護立金額の主義諒額又は議少額iこ相当する金額の帳簿価額の修正を行うとともに、自日の

連結個別手IJ益護立金額につきその修正額iこ相当する金額の増加又は波少の髄整を行うことと� 2されている{法令� 

9①六②~③、� 9の2①閥②③、� 9の3、11告の3⑤)。

ノ� 
く漣綜グループ〉� E連絡貌法人Pが連絡乎法人Sの株式を議殺した場合1 

P O 投資簿係修正

1001資本金恥額�  ①� j主総� 200/連絡慨~型i益麓友金量よ全企 
S事長 ② 現金� 300/5株� 300 
譲渡� 

200~ 200! /譲渡益¥

L 仰向田間側側雌・ーー-..悶悶J.._叩働側自ーーー岨働嚇畠ー� _J
¥なしノ

〈参考)投資簿鏑修正が行われない場合

現金� 300 /5株� 100 
/譲渡益 200i 

霊� 
【譲渡部事修正事潟]

s 蕊
①連絡手法人株式の譲渡

資本金等の綴� 100 
{②連結子法人株式の評価換え

現金�  300" ③連結発会支配関係の喪失(離脱)

il醜富喜朗顕幽� 200 ④逮結子法人にみなし配当事磁が生じたこと

⑤上位の逮結法人に①~④の事由が生じたこと� 

12 



連結子法人の惜別利益藷立金額がマイナスである場合の投資簿鱒鐸まとみなし配当事由

連結グJ l-…ブ寸
-①の譲渡時 

@S株(残� 20%)を譲渡 Sによる自己株式取得時には、� Pの係省する� S株の帳簿価額|ま修正記きれない
~\〈滋綜5話会支配関係喪失) 

(法令日③一)。
( pト� ご〉�  

・③の譲渡時
l

速結グループ外へのS株の滋波は譲渡毒事修正事自に該当し〔法令9③ミミ)、� S
汁� /5綾� 

'…11:若譲渡(80%)事業S①� 
J 

の利益積立金額がPの保害するS総の緩簿鏑額へ加算される。

{算書菱護点3

(SIこよ ~13己縁取得〉けi

i雲寺i①の殺害� こ投資簿総合葬.iEが行われず、②の書記事i雲寺iこSの利益緩友会畿のさを

華震につき投資簿綴修正を行われるため、� Pの保革まする� s主義の簿僚が滋少に修.iE

される。その信楽として、譲渡主主が主主ずるのではないかという疑事騒がある。� 

【計算例】

当初{①の磁的)� ①S株� (80%)を譲渡 ②s株(残� 20%)袋線波譲渡後(①の後)� 

譲渡直前B/S 譲渡直前� B/S (①の後)

S株ム8∞/耳列車率緩:tL重量綴ム800資2幹金書撃の額� 

360 
現金書事 修工芝佼訳なし〈塁撃繍修正jま0)資本金等の額� 現金等

簿価*正はl:，.800(令 9①六、③三五、1.000 1.000 〈令9②閥、③…〉� 1.160 
ーーーーー--山由利.帰嚇.伶帰糊嚇刻砂糊骨骨掛働角..勧角..・----・�  E ・・・・・・・竃 料金主積立金書華 ③一、令� 119の3③〉P 譲渡善寺� 

1.000!s事長 秘主義緩立金額� 譲渡誇
Sき象� 200sSs2c金事書長事2kS1%撃を渓金毒事 重要� 1.000 1.000 褒会等� 4;:後 l:，.600 

議渡主主� 640 ? 
ム640

(法 61の2⑬、令8①十九〉


B/S 
 取得時� B/S (①の去最)

資本金等の綴� 160/現金等 160 現金等� 40 

(令8①十七)

現金書事� 200 

資本金等の額資本金等の額!革IJ量産積友金額S 利益積立金額
8401.000 l:，.80口し三∞� 

」ー� 
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会社更生等による讃務免除等があった場合の欠摸金の損金算入


【現行制度の楠饗〕

更生手続艶始の決定等があった場合において、費務者が量権者から更生議権等につき債務の免除を受けた

ときは、設立当拐からの繰越欠護金(いわゆる期頭切れ欠損金〉について損金算入{僚務免除益等相当額が

隈認を〉をすることができる。� 

① 	 会社更生{記長法59①)、災事再生等{評滋損益が計上 ② 畏善隣湾全等(定記以外の場合iこ援る0)(法法59②〉、解散

された場合に限Qo)(えま法59②)の場合 〔債務超過が見込まれる場合に綴る。)(法法的③}の場合

1.音色欠繍金の膏t'!l欠損金の� j
翌期繰越豪華� 1 援金算入獄

〈法法57)

乙設立当初からの 

重量tL翁初からの 欠ま薬害車徐書官� h
 欠援金額の損金

欠損金額の援金 E青写専念著書 ま設立当初 算入額(法法59)

算入緩〈波法� 59) {債務免除総〉

か ら の 


欠策重量綴� 

〈2主)1.設立さ語初からの欠損金額の撲念事革λ額のうち、努色欠損金綴者皆様完走ずるものとされた総分1:担当する金額は、背自主欠策金額からないものとされる。� 

2.よ言E②の場合において、債務者が中小法人であるときは、事苦言ち欠損金の披露養器重度重要は欠t躍を控除議所得余鎖となる。

設立当初

会、らの

欠損金額

【間溜点]

平成23年度改正において、税率引下げに伴う課税ベース拡大の一環として、中小法人以外の法人の管色欠損金の控

除限度額変欠損金額控除前の所得金額の80%相当額〈改正前:100%相当鱗〉とするとともに、青色欠援金の繰越期開

を9年〈改正前� :7年)に延長したところ。

中小法人以弥の法人が、会社更生等による債務免捺等があった場合の欠損金の損金算入鱗度を適用する場合に、債

務免除議以外の所得があるときは、期限切れ欠損金の控除順序の違い(上記CD・窃の場合〉により、撃を色欠損金の控

除眼度畿の8割和i騒の効果(債務免除益以外の所得の2裂を諜税所得とする〕が打ち消され、最終的な所得金績に議

異が生ずるわ[顕� 1参照]� 
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100 

期限現れ欠損金の控除JI箆序(中小法人以外の法人の場合〉 圏三ゴ
J
Z Z''

も、1
 

志
、 損罪頭切れ欠損金後苦手色欠損金に優先して控除する場合(泳法� 59①②三の場合〉

按除前所得金額 設立当初から ①法法� 59①適期 ②法法5下:D適用(所得の8割制限)

の欠損金 ロ今当郊の所得金額 6 

膏君主欠争終念� ; 
主主鶏繰越薮事F色欠策金� /6 46 

90 70 
80 協務綴線競劉ー -lF] 1IT~TI4nFnn 

青色欠損金から
ないものと古れ昨� 斗 i-一一-71 μL-i吾金額� 

期限切れ債務免除議長
欠損金

70 
50 

(2) 織限切れ欠損金畿管色欠損金iこ劣後して控除する場合〈法法59③ーこの場合〉

法法
�
 

期通②
 

nMω
F
h
J
W
 

T
I
-
-
i
i
i
i

寸 「寸� 

務~欠損金 

80 

100< 

事野e欠損金かも
ないも母とされ
る余額じ:� 

90 

期限切れ
斗 吋 i締結1

欠損金� 期限切れ
欠損金残額

50 

③
 に中当期の所得金額 O①法法� 57①適用(所得の8割制限)

[問題点] 期線切れ欠損金の援金算入制援をにおける控除限揺を績が債務免除益毒事報総額とされているため、上記(2)の場合では、

青色欠綴語援の損金算入制度の適用後の所得金額のうち債務免除益等相羽額までは全額控除2されてしまう。
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間期用適

買収

特定資産に係る譲渡等損失額の損金不算入


【現行制度の概要】

法人と支配関係法人との聞でその法人を合併法人等とする適格合併等のうち共同で事業を営むための適格

合併等に該当しないもの(特定適格組織再編成等)が行われた場合に、その支配関係がその法人の特定適格組

織再編成等の日の属する事業年度開始の日の� 5年前の日以後に生じているときは、その法人の適用期間(注1)

において生ずる特定引継資産(注2)文は特定保有資産(注3)に係る譲渡等損失額は、その法人の各事業年度の

損金の額に算入しない。(法法62の7、81の3)

(注) 1.特定適格組織再編成等の自の属する事業年度開始の日から同日以後3年を経過する日(その日が支配関係発生日以後� 

5年を経過する日後である場合には、その5年を経過する、日)までの期間� 

2.特定適格組織再編成等により移転を受けた資産で被合併法人等が支配関係発生目前から有していたもの� 

3.合併法人等が支配関係発生目前から有していた資産

額失

入

損
「
/
算

等
「
三
小

渡
『
金

、
譲

損

産

産

資

資

継

有
引

保
定

定
特

特
l
l
t
p
l
l
J

再
る
日


織
す
始


F

組
属
開

格
の
度

適
等
年

定
成
業

特
編
事

合併法人

被合併法人

(支配関係法人)
支配関係

発生日� 
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滴捧合併等の場合における欠損金的制限措鐙

【現行制度の概要]

む 被合併法人から引継ぎを受ける未処理欠損金額に係る制限〈法定去 57③、法令 11謁〉
適格合併に係る被合併法人と合併法人との期!こ支配関係があり、その支配関係がその合併法人の適格合併の自の援する事

業生存度謂始の日の 5年前の日以後に生じている場合において、その適格合併が共同で事業後営むためのものに該当しないと

きは、。及び@の欠損金額は、被合併法人から引継ぎ後受ける欠損金額〈未処理欠損金額)には会まれない。

〈号被合併法人の支配関係事業年度前の各事業年度の欠損金額

争 被合併法人の支配鰭係事業年度以後の各事業年度の欠擬金額のうち特定費産譲渡等援失額相当績から完走る部分の金額

。 合併法人等の線接青色欠損金額に係る制眼(主ままま 57④、法令 112③〉

法人と支配関係法人との簡でその法人を合併法人等とする適格組織再編成が行われ、かっ、その支配劉係法人との支配関


係がその法人の適格組織再績或の自の騰する事業主存度開始の自の 5~慎重舎の回以後に念じている場合において、その適格組織
再編成が共i穏で事業を営むためのものに該当しないときは、その法人のφ及び舎の欠摘金額は、当該事業年度以後の各事業

年度においては、ないものとされる。 

φ その法人の支慰鑓係事業主ド度建立の各事業主ド療の欠損金額 
@ その法人の支霊関係事業年度以後の各事業年度の欠損金額のうち特定資康譲渡等損失額相当額から成る部分の金額

〔主主〉 特定資産譲渡毒事須失額相当額から成る部分の金豪華
支配関係事業年度以後の各事業主事躍をで欠損金額の生じた事業若手獲ごとに、次のイから口俊健除した金額安いう

イ その毒事業年度に生じた欠損金額のうちその事業年度について法法位の?後適用した場合に特定資産譲渡毒事綴きた綴となる金額に逃するまでの重量綴

ロその輔年度に生じた欠陥額のうち枇繰越控除された金額等 一一一ノ

会併法人

量豊縫合併

被合併法人

.欠損金綴はないものと、 3えは未処理欠鏡金書裏iこ含まないものとされ、合併法人iこおいて繰越控書室電?5きない。 17 



[問題点〕 

O 法人(p)が法人グループ(X及びy)をグループごと買収した場合において、賃収鈴からそのグループ内の法人(X)

が有していた含み講のある資濠又は質収後iこ発生した欠領会〈繋収後iこ実現させた損失〉さを、糞校をした法人(p)が

産接iこ漉格合併等で取得するとき容にはその資産の譲護等損失緩又は欠損金額iま制捜を受ける…方、そのグループ内で弛

の法人(y)に一旦適格合併等で移転させた後に法人(p)が更に取得するときにはその資産の譲渡等損失額又は欠損金

額I;l::制限されない。

含み援資獲の場合|

p 

I .・ X

Y

V

s
t

冷
却
酷
¥
も

柳
欄

幾
支
，
， 

‘、、
 

主義湾海僚� 

②逮議 ③議務1
i
t
'
'

px院の支配
関係発金日 合併 合併 Y私一いだ雌{川�  Xy関

のi厳格合併の自に取得したものであるた片町� しr-l
め、� Pにおいては特定引継資綾(py聞の

py聞の支配 支配関係発生目前から有していたもの)� 
関保発生自

屈む
lこ該当しないことから、� αのi難波宅事4損失� 

d 鎖l立繍金算入可能
!欠損金の場合 

p 

龍一一
 

yfこ引率壊家� 

州同様‘、
 

.
z
t
S
E
t
t
'
'

③主義絡
会長持

γ

A

V

W
sai---、、 py聞の支配関係発生日以後の

のうち、� Yがその支配関係発然悶において� l
有する資産の譲渡等綴失事襲から成.Q金額� l 
iま、引継ぎ不可 あ

一方、� Xから引き継いだ支配鯛1蒸発生局
以後の各事業年度iこ会じた欠主義ぎを審議� (a
のき尾議擦を含む〉については、その欠損

PY簡の支吾E関係費量主主路線(J)欠主義金額はから 雪量殺の構成にかかわらず、� PIこ念書議事i議室

翁
支
，
，
， 

継ぎ不可iこ菩PI立、I引き継いだ欠操金績を重量む)� 
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連結特定期族会社の特別税率


[現行制護め概要〕 

O 連結親法人が特定開族会社(1株主(その向族関係者を含む)による株式保有割合等が50%主主総える会社の

うち、資本金の額又は出資金の額が� l億円超のもの)である連結法人の一定額を盤える内部蜜鶴!こ対し、

通常の法人税のほかに、次の算式により算出される留錫金課税額が諜dれる。� 

L…竺ザ空ぞ=[子空空!???会???:に竺!竺竺)+竺 ??)-77…?????三J?? …� J
支払配当 ($i1 ) 連結所得者事の金額とは、議該逮総事業年度の

議絡所得の金額に、益金不算入となる受取配当
噛
鴻
給
所
得
等
の
金
額

法人税等 等の額及び所得税額の還付金額等を加算したも

のをいう。

ただし、撃を取配当等のうち、漆務グループ内の

留保控除 般の逮結法人治、ら受け取った警とき益iま連結所得等

の金額に加算しない。
内部留保� l……一一一一γ ふ…一一一---<!� 

(注2) 支払配幾のうち、連絡グループ内の絡の漆結
i縁者最重量課税!II 
10つます議� il ，."血A 法人!こ支払ったものを徐〈。

- ノ2 ~，，'-;ハペロ弘;� 呉川ぐとニコム一一一ーー一
 

19 



連結法人間で剰余金の配当が行われた場合の連結利益積立金額と連結留保金額

《通常配当(現金)の場合》

連結グループ� 

rP 1¥  P 
¥ノ配当¥

|合通 j 
( S ) i S 

《適格現物分配の場合》

P 

S 

連結所得の金額の計算一一一
益金不算入� 

(81の4①)

剰余金の配当は資本等取引に

該当(損金とはならない)

4ユ

連結法人全体の所得の金額に
影響しない。

連結所得の金額の計算

益金不算入� 

(62の5④� (81の3))

帳簿価額による譲渡とする� | 

(62の5③� (81の3))

連結利益積立金額

連結利益積立金額の加算項目

(令9の2①ーハ)

連結利益積立金額の減算項目

(令9の2①ー)� 

ょコ~

連結法人全体の利益積立金額は
変動しない。

連結利益積立金額

〔
�
 

連結利益積立金額の加算項目

(令9の2①ニ(令9①四))

連結利益積立金額の減算項目

(令9の2①六(令9①八))

v

連結留保金額

連結留保金額を構成しない

(法81の13②三、令� 155の24)

流出しない

(連結留保金額を構成する)

(令 155の23②)

..[ユ

連結法人全体の連結留保金額は
変動しない。

連結留保金額

連結留保金額を構成しない(当

該連結事業年度の所得とされ

ていない)

基準日の流出

(連結留保金額を構成しない)

※配当等の額に適格現物分配によるもの

は含まれない(法23①、令155の23①②)� 

[v 
-l:J-

全
い

人
な

法
し

結
動

連
変

額金の

…

全
い

人
な

法
し

結
響

連
影

額金立積

…

+AF 

【問題点】� 

P及びSのいずれにおいても連結留保
金額を構成しない弓適格現物分配と

して配当した分連結留保金額が減少
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入国者が輪入するウイスキ…等及び紙巻たばこに係る道税‘たばこ税の税率の特例� 

E酒税〕

・適用対象……携帯輸入されるウイスキー等(定位皆認を含む� J
-適用税率一一ウイスキー、ブランデー 500.捌円/kt 弘、ジン、ウオツカ� 報0，0∞円/kt 

IJ::f:ュール 300.000内/kt ピーJI-、総忽酒 200.000円/kt

本期比率	 j酪見(以下のとおり) +消翻見 5%
ウイスキ…、ブランデ一、ラム、ジン、ウ才ツカ 370，餓汚/kt(37度まで〉 十� 10，臨p:J/kt.皮(お度以上)(制 

リキュー)~	 120，織内/kt02度まで) 十� 10，踏汚/kt. (13度以上)(出由貿� 

Il当たりの加算額)V)j-!(齢アルコーt治問/kα，220ニ〉j以50%どーん、発泡滋{普賢;)!比率� 

多量 潟 透〈麦芽比家� 25-50%未満〉� 178，125円/kt
 

11 (麦芽比稼�  25%未満)�  134.250 P:Jパ¢


〈参考)加す者が携帯輸入する溜鰯のうち3本(1本7部� cc態度)までは免税とされている(，恒久撞欝)。


[たばこ税]

・適用対象一一携帯輪入� gされる紙巻たばこ窃結晶を含む。〉

-適用税率一 10，500丹/千本 〈本支報繍� 1 1.424門/千本十消費税� 5%)

〈参考)尉守軒、糊野輸入する紙巻たばこのうち� 200*償還住者i立総本〉までは免税とEされている(.臨久措齢。� 

O 制度の接的

旅行者等が入闘の擦に輸入するウイスキー等及び紙巻たばこに議される藩税・たばこ税等の納税手続きの簡素化を匿るこ

とを図的としたもの。� 

O 適用期限

平成25年制31日(毎年、議周期限を� 1年延長してきている。)� 
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徴収共助制霊の克直し� l 
O 徴収共践とは、税税鐘権の徴収において執行筈轄権という鱗約がある中で、各閣の税務謝局が3互いiこ条約
相手患の続税債権者を徴収していこうとする枠組みをいう。

(注〉条約の枠総みとしては、 1988若手に成立した歌手前評議会.OECD税務行政執行災動条約〈税務行政執行共助条約)が存権し、

また、� OECDモデル租税条約においても徴収共助に関する緩まさが盛リ込まれている� (2003若手〉。� 

O 平成24年度税制改正において、条約に基づき外闇謝鳥と犠戦共助を行うための譲令の潜在備が行われた(平
成25年7月施行〉。

〔徴収共員会のイメージ〕� 

A麗� B臨� 

A毘き話路� B国当局

①語長税 ④徴収

納税者

【見蓋し諜】

数枝共助に関して条約相手国に封ずる送金事務を合理化するための議拠規定等の整舗を行う。� 
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過大支払利子税制の見直L.� I 
制度の概要

所得金額に比して過大な利子を関連者間で支払うことを通じた租税回避を防止するため、関連者純支払利子等の額(注1)のうち調整所得金額

の一定割合� (50%)を超える部分の金額につき当期の損金の額に算入しない(注� 2)。

調整所得金額
関連者 【本制度の適用除外】� 

損金算入限度額 、 純支払利子等の額
O 関連者純支払利子等の額が少額� 0.000

万円以下)である場合� 

関連者
純支払利子等の額

調
整
所
得
金
額
の
叩
%

O 関連者等への支払利子等の額が総支払
利子等の額の一定割合� (50%)以下であ
る場合

目二ーー田ー""!'II

過不支問主 11c:::ゴ〉
調整所得金額の� 

50%を超える部分

J 


受取配当益金不算入額等

当期の所得金額

本制度と過少資本税制の
になる場合には、その計算された損金
不算入額のうち、いずれか多い金額を
損金不算入額とする。

【見直し案】

過大支払利子税制と過少資本税制との双方が

適用され得る場合における重複適用排除に関

する規定の見直し等を行う。� 

(注1) 関連者等(直接・間接の持分割合� 50%以上又は実質支配・被支配関係にある者及びこれらの者による

債務保証を受けた第三者等)への支払利子等の額(利子等の受領者側で我が国の法人税の課税所得に算入

されるもの等を除(.)の合計額からこれに対応する受取利子等の額を控除した残額をいう。

(注 2) 平成� 25年4月� 1日以後に開始する事業年度から適用する。
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平成� 24年度税制改正大綱(抄)� I 
平成 23年 12月10日 閣議決定� 

第3章平成�  24年度税制改正� 

8.検討事項

【国税〕

(9)税制の抜本的な改革を進めるに当たって、今後とも申告納税制度の円滑かっ適正な運営を確保していくために

は、納税者と日常的に関わりを持つ税理士の果たすべき役割は非常に重要なものと考えられます。税理士制度に

ついては、税理士の業務や資格取得のあり方などに関し、税理士を取り巻く状況の変化に的確に対応するととも

に、税理士の資質の一層の向上など国民・納税者の税理士に対する信頼と納税者利便の向上を図る観点から、関

係者等の意見も考慮しながら、その見直しに向けて引き続き検討を進めます。� 
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